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経営発達支援計画の概要 
実施者名 

（法人番号） 

甘楽町商工会（法人番号 1070005003528） 

甘楽町（地方公共団体コード 103845） 

実施期間 令和 4年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 

目標 

①経営力強化のための事業計画策定支援及びフォローアップの実施 

 

②やる気のある事業者への積極的な専門家派遣 

 

③ネットを活用した情報発信を支援することによる地区外顧客の獲得 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

3.地域の経済動向調査に関すること 

国のビッグデータである「RESAS」を活用した地域の経済動向分析や地区内の小

規模事業者への聞き取り調査により、支援を実施する個社及び地域の状況を正

確に把握する。 

4.需要動向調査に関すること 

マーケットインの考え方に基づき、商談会・展示会におけるバイヤーを対象と

したアンケート調査や自店でのアンケート調査を実施し、取引先・消費者の需

要動向を把握するとともに、小規模事業者が提供する製品・サービスについて

の改善・改良や新商品・新サービスの開発に活用する。 

5.経営状況の分析に関すること 

小規模事業者の経営状況について「財務分析」「SWOT分析」などを活用し分析を

行う。また、分析結果については事業者に直接説明するとともに事業計画策定

につなげる。 

6.事業計画策定支援に関すること 

経営分析を行った事業者や事業計画作英セミナー参加者、やる気のある事業者

が、実現可能性の高い事業計画策定に取り組むための支援を実施する。また、

必要に応じて専門家を積極的に派遣する。 

7.事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画策定後にきめ細かな伴走型の支援を実施することにより、事業計画実

行時に生じる問題点に素早く対応し計画の達成を支援する。 

8.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

販路開拓に意欲のある小規模事業者に対し、地区内外で開催される商談会・展

示会等出展に関する事前支援・事後フォローを行う。またネットを活用した需

要の開拓を積極的に支援する。 

 

連絡先 

【甘楽町商工会】 

住所 〒370-2202 群馬県甘楽郡甘楽町小幡 183 

TEL：0274-74-3311 FAX：0274-74-6422 E-mail:daihyo@kanra-s.or.jp  

【甘楽町 産業課 商工観光係】 

住所 〒370-2292 群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡 161-1 

TEL：0274-74-3131 FAX：0274-74-5813 

E-mail: kankou@town.kanra.lg.jp 
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（１）配達サービス等による買い物弱者の解消を支援します。 

（２）店舗への「休み処 」の設置により世代間や地域間交流の場と地域の集いの場を提

供するとともに、情報提供の場となるよう支援します。 

（３）地域住民の創作した手工芸品の販売を支援します。 

（４）資金面の基盤を強化するため、各種融資や補助制度の活用を推進します。 

3.主な事業及び計画 

 
「第 4項 活力を生む工業」 

１）企業誘致の推進 

1.現状と課題 

本町は、従来基幹となる企業が少なく、和田工業団地、下井工業団地、天引工業団地を整

備し企業誘致を推進してきましたが、景気の低迷により未利用地がある現状です。企業立

地は、土地の有効利用にとどまらず就業機会の拡大と雇用を創出し、まちの活力に大きな

影響を及ぼすものであるため一層の企業誘致の推進が必要です。 

2.施策の概要 

（１）県との連携をはじめ、あらゆる手段による情報収集に努め、企業誘致を図ります。 

（２）幹線道路整備を推進しつつ、土地利用計画との整合性を図り、新たな工業用地の確

保に努めます。 

（３）ホームページ等による本町の工場適地紹介など、企業誘致に向けて積極的な情報発

信に取り組みます。 

3.主な事業及び計画 

 
２）企業への支援 

1.現状と課題 

本町の工業は、建設、弱電気、自動車関連及び食品加工の事業所が中心を成しています。

近年は、景気の低迷や産業構造の変化による経済情勢の影響により、町内の工業全体が下

請け関係の悪化やリストラなど厳しい経営環境となっています。こうした状況下、既存企

業の企業利益の回復に向けた取り組みと、経営基盤強化を関係機関や団体と連携し、支援

する必要があります。 

2.施策の概要 

（１）資金面における基盤強化と経営の安定化を図るため、各種融資や補助制度の充実と

周知活用を推進します。 

（２）異業種間の連携による地域の素材、地域イメージを活用した商品開発や販路確立を

支援します。 



- 6 - 

 

（３）企業による人材育成や若年層の資格取得を支援します。 

（４）既存企業、商工会と連携を密にし、行政施策をはじめ雇用などに関する地域の情報

提供を推進します。 

（５）新卒者である町民を一定期間雇用した事業者への奨励金制度を推進します。 

3.主な事業及び計画 

 
 

②課題 

【現在の状況】 

当地区を横断する国道 254 号及び国道 254号バイパスにより交通の利便性は高い。その一方、当

地区に隣接する高崎市、藤岡市、富岡市などの集客力の高い地区への買い物客の流出が顕著とな

っている。群馬県は、車両保有率全国 1位であり、その状況を助長している。その結果として、

当地区内の小売業・飲食店は厳しい状況に置かれている。 

人口が減少傾向となっており、それとともに生産年齢人口（15才以上 65歳未満）も減少してお

り、全業種において後継者問題が生じている。 

【産業別の状況と課題】 

〇製造業 

 製造業については、自動車関連の下請零細企業が多く元請企業の業績に売上・利益が大き

く左右される事業者が大部分を占める。 

 元請企業の生産計画にあわせたジャストインタイムが求められており、工程管理や在庫管

理がシビアになっている。 

 高い品質管理が求められており、ISO の取得が奨励され取得の手間・コストが負担となっ

ている事業者も多い。 

 営業に回せる人員がほとんどいないため新しい受注先の開拓も難しい状況となっている。

また、必要な設備投資が行われておらず事業の効率化も進んでいない。 

 事業者の多くで事業主の高齢化が進んでいる。その一方事業承継者が決まっていない事業

者も多く事業承継に課題を抱えている。 

 元請企業からの要請に応えるため、生産システムや経理処理などを中心に、デジタル・IT

を活用している事業者も多いが、それらの技術を活用し業務そのものを変革する「DX」に

取り組んでいる事業者は少ない。 

 上記を勘案した課題として、「DXへの積極的な取組」「新たな取引先の獲得」「後継者の育

成」などが上げられる。 

〇建設業 

 建設業については、①戸建住宅を手掛ける工務店・大工 ②土木・建設業の 2 つに分類さ

れる。 

 工務店・大工については、人口減少による新築着工件数は減少しているが、高齢化にともな

うリフォーム工事の需要は増えている。また、甘楽町においてもリフォーム補助金を支給

しリフォームを奨励している。 

 土木・建設業については、消防署・中学校・保育園などの建て替えなどの公共事業が続きこ

こ数年は比較的好調であった。しかし、今後は公共事業の減少が予想され、今後の事業の在

り方が問われている。 

 事業者の多くで事業主の高齢化が進んでいる。その一方事業承継者が決まっていない事業
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者も多く事業承継に課題を抱えている。 

 当地区の製造業の「強み」として、「交通アクセスの良さ」「元請企業の厳しい品質管理に対

応できる高い技術力」があげられる。また、建設業においては「居住者の交通アクセスの良

さ」があげられる。 

 上記を勘案した課題として、「高齢化に対応したリフォーム受注の獲得」「民間事業の拡大」

「後継者の育成」などが上げられる。 

〇サービス業 

 当地区のサービス業は「理美容業」「自動車整備業」などの事業者を中心に構成されている。

顧客ターゲットは地区内の住民や企業である。 

 特徴あるサービスを展開している事業者も多く、「交通アクセスの良さ」「近隣市と比較し

出店コストが安い」などの状況を反映し事業者数が増加している。その一方、旧態依然のサ

ービスを提供している事業者も多く、2極化が進んでいる。そのような事業者においては、

事業主の高齢化が進み、事業承継に問題を抱えている事業者が多い。 

 事業主の技術力に依存した事業所が多く、デジタル化・IT化が進んでいない事業所も多い。

また、今後求められる「DX」の必要性を感じていない事業者も多く取組が遅れている。 

 上記を勘案した課題として、「特徴あるサービスの提供」「デジタル化による事業の効率化」

などがあげられる。 

〇小売・飲食業 

 商店経営者の高齢化や郊外型大型店の出店（Aコープ JAファーマーズ高崎吉井店・マルエ

ドラッグ高崎吉井バイパス店など）、バイパス・高速道路の開通による近隣都市への購買

流出などの影響により、地元商店の衰退と空洞化が顕著となり、厳しい事業環境に置かれ

ている。また、ネット通販の利用も広がり、店舗に足を運ばずに商品を購入する消費者も

増えている。 

 デジタル化・IT化が進んでいない事業者も多く、今後求められる「DX（デジタルトランス

フォーメーション：IT・デジタルを活用した業務変革）」への取り組みについての体制が整

っていない。 

 当地区の「強み」として、「交通の利便性」「国指定名勝 楽山園などの観光資源」などが

あげられる。 

 上記を勘案した課題として、「大型店との差別化」「デジタル化による経営の効率化」「ネ

ット販売への取組」「後継者の育成」などが上げられる。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興の在り方 

①10年程度の期間を見据えて 

2019年 10月に、消費税率が 10%に引き上げられ、住宅建設や小売業・サービス業は大きな影響を

受けることになった。さらに、昨年から続く新型コロナ感染症の感染拡大が産業全般に大きな影

響を与えているが、特に飲食業や観光業の売上減少が著しい。直近では、この二つを要因とする

需要減少に対してどのような支援を実施するのかが課題となっている。そこで、今後の 10 年間

は、これまで当商工会が実施してきた小規模事業者の「持続的発展」への支援を継続するととも

に、地域にとって必要でやる気のある小規模事業者を重点的に支援していく。当地区において、

特徴のある商品・サービスの提供により事業を伸ばしている小規模事業者も少なからず存在する。

当地区の活性化を図るためには、そのような事業者を積極的に支援することが必要であると考え、

下記の取り組みを実施する。 

（ア）小規模事業者の経営力強化の取組 

やる気のある事業者・後継者が中心となって事業再構築に取り組む事業者を中心に、伴走

型支援を実施する。 

（イ）ワンストップ相談窓口の強化 

指導員の巡回訪問や商工会での窓口相談を強化し、小規模事業者のさまざまな課題にワン

ストップで対応する。 
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（ウ）小規模事業者の DX（デジタルトランスフォーメーション）への支援 

今後の DX に向けた取組を支援する。小規模事業者においては、IT 化・デジタル化が遅れ

ている事業者も多いため、それらの事業者への支援を進める。 

②「甘楽町第５次総合計画」との連動性・整合性 

「第 3項 にぎわいあふれる商業」及び「第 4項 活力を生む工業」との整合性 

「甘楽町第５次総合計画」の「第 3 項 にぎわいあふれる商業」において、「今後も空き地や空

き店舗（家 ）の有効活用、新商品開発や新しいサービスの展開など集客向上のための施策を、

商工会との連携を図りながら推進しなければなりません」と記載されている。また「3.主な事業

及び計画」においては、「新商品研究・開発支援事業」「チャレンジショップサポート事業」「空

き店舗等活用推進事業」において甘楽町と商工会が主体となって取り組むことが記載されてい

る。また、「第 4項 活力を生む工業」「２」企業への支援」において「既存企業の企業利益の回

復に向けた取り組みと、経営基盤強化を関係機関や団体と連携し、支援する必要があります」と

記載されており、「3.主な事業及び計画」において「経営安定化支援事業」において甘楽町と商

工会が事業主体となることが記載されている。当発達支援計画においても、地区内の「小規模事

業者の魅力づくり」を通して、「目標指標」を達成することを考慮している。 

③甘楽町商工会としての役割 

昨年から続く新型コロナウィルス感染症の影響で、小規模事業者の多くは、厳しい状況下で何と

かふんばり、経営を継続している。国や群馬県もそれに対応したさまざまな施策を実施しており、

そのような状況下において、小規模事業者から受ける相談内容は複雑化し、より専門性を求めら

れている。 

上記を考慮すると、当商工会の今後の役割は、小規模事業者の事業継続と安定した経営の為に、

経営指導員を中心に小規模事業者に寄り添い、「小規模事業者の悩み」「問題点・課題」を把握し、

どのようにすれば問題が解決できるかを一緒に考えることが重要となる。また、経営指導員だけ

で解決できない専門的な事案に関しては専門家を入れて改善に向けて一緒に取り組み、事業が安

定するまで継続的に伴走型指導を続けていく。  

当地区の高齢化にともない、小規模事業者の経営者においても高齢化が進み廃業する事業者も

徐々に増加している。長年にわたって地域を支えてきた小規模事業者の廃業は「当地区の活力の

減退」「雇用の喪失」に直結する。当商工会は、指導員・職員の資質向上を図り、小規模業者の多

様な支援の要望に応える体制を構築し、地域経済を向上させるため甘楽町と緊密に連携し小規模

事業者の振興を図っていく。 

 

（３）経営発達支援計画の目標 

「地域の現状および課題」「小規模事業者の中長期的な振興のあり方」を踏まえ、当商工会の目

標を下記の通りとする。 

①経営力強化のための事業計画策定支援及びフォローアップの実施 

②やる気のある事業者への積極的な専門家派遣 

③ネットを活用した情報発信を支援することによる地区外顧客の獲得 

   

経営発達支援事業の内容及び実施期間 
２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間 

令和 4年 4月 1日～ 令和 9年 3月 31日 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

①経営力強化のための事業計画策定支援及びフォローアップの実施 

小規模事業者の経営力を強化するため、事業計画策定を積極的に支援する。事業計画策定のため

の前提となる「経営状況の分析」について、巡回訪問・窓口相談などの機会を活用し実施を勧め
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 「産業構造マップ」により、産業別の現状を分析する。 

RESAS まちづくりマップ・From-To 分析（群馬県甘楽町） 

 
②経営指導員による聞き取り調査 

経営指導員の訪問巡回時や当商工会での窓口相談・セミナー開催時などに小規模事業者から景況

感や需要動向・経営課題・問題点などのヒアリングを行い、その結果を業種別・項目別にまとめ

「地区内景況レポート」として整理し、地区内の小規模事業者の事業計画作成時などの基礎資料

として活用する。 

【調査対象】地区内小規模事業者 120者（製造業・建設業・小売業・飲食店・サービス業から各 20

者） 

【実施回数】年 1回（9月～12月実施 指導員による聞き取り調査） 

【調査項目】売上額、仕入価格、採算、資金繰り、業界の現状、雇用、設備投資など 

【分析手法】経営指導員が分析し、必要に応じて専門家に支援を依頼する。 

 

（４）成果の活用 

調査結果については、当商工会の HPに掲載し、広く管内事業者に周知する。また、経営指導員

等が巡回指導を行う際の参考資料として活用する。 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

コロナ禍による新たな生活様式やソーシャルディスタンスの確保、非接触型購買行動の現出な

ど、地区内の小規模事業者を取り巻く外部環境が激変している。そのような状況下において、小

規模事業者の売上・利益の確保を図るためには、提供する商品・サービスについて顧客である消

費者・取引先の需要動向を調査・分析し、いわゆるマーケットインに基づく商品・サービスの提

供が必要である。しかし、当地区内の小規模事業者でそのような調査を行っている事業者はな

い。地区内外の需要動向について情報収集を行うとともに、その情報を分析し、活用を図ること

が課題となる。 
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せる。 

DX に向けた取組として、データに基づく顧客管理や販売促進、SNS 情報発信、EC サイトの利用

等、IT 活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行い、理解度を高めた上

で、導入にあたっては必要に応じて IT専門家派遣等を実施するなど事業者の段階に合った支援

を行う。 

 

（３）目標 

支援内容 現状 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

①SNS活用事業者数  10 10 10 10 10 

 売上増加率/者 - 10% 10% 10% 10% 10% 

②ECサイト利用事業者数  5 5 5 5 5 

 売上増加率/者 - 10% 10% 10% 10% 10% 

③自社 HPの開設支援  10 10 10 10 10 

 売上増加率/者 - 10% 10% 10% 10% 10% 

④県内外展示会への出展支援 

（事業者数） 
- 2 2 2 2 2 

 内商談件数 - 2 2 2 2 2 

 内契約数 - 1 1 1 1 1 

⑤商工会 HPによる情報発信 -      

 新規掲載事業者数 - 5 5 5 5 5 

 内利益率 1%以上件数 - 2 2 2 2 2 

※利益率については、経営革新計画において年率 1%が目標であることに準じた。 

 

（４）事業内容 

①SNSの活用 

小規模事業者（小売業・サービス業）の多くが地区内での商圏に限られていることから、より遠

方の顧客の取込のため、取り組みやすい SNSを活用し、宣伝効果を向上させるための支援を行う。 

②ECサイト利用（BtoC） 

小売業・サービス業を対象とし、楽天や Yahooが運営するショッピングサイト等の提案を行いな

がら、効果的な商品紹介のリード文・写真撮影、商品構成等の伴走支援を行う。 

③自社 HPの開設支援 

小規模事業者の多くは自社オリジナル HPを持っておらず、商品・サービスの情報発信力が不十分

であることが多い。そのような事業者に対して、オリジナル HP開設支援を行うことにより、新た

な販路の拡大につなげる。また、必要に応じて専門家を活用し、効果的な HPや PR 動画を作成す

ることにより、来店客数増加・取引先拡大・売上増加を達成する。 

④県内外展示会への出展支援 

当地区には、高い土木・建築施工技術を持つ事業者、金属加工に高い技術力を持つ事業者も多い

が、地域外での認知度は高いとは言いがたい。そこで、東京で開催される「建材・住設 EXPO」

「INTERMOLD」をはじめ、県内外で行われている各種展示会・商談会等の情報提供を行うとともに、

出展事業者に対する支援を実施する。なお、東京で開催される展示会への出展は、準備や当日の

人員確保などハードルが高く感じる小規模事業者も多い。また、事前準備と振り返りを十分に行

わないと、ただ出展しただけになってしまい、新たな需要開拓の効果は薄い。出展前の準備から

終了後の振り返りまで支援することで小規模事業者の需要獲得につなげる。 

 ○出展を想定する展示会・商談会 

「建材・住設 EXPO」 

高性能な建材・住宅設備に特化した展示会である。ZEH、耐震リフォームといった、高

い性能の住宅・建築物に必要な建材・設備が出展している。「省エネ」「安全」「健康」な
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ど、具体的課題を持った専門家と商談する絶好の場となっている。2020 年 12 月に開催

されて展示会の 3日間の来場者数合計は 15,911人、出展者数は 286件であった。 

「INTERMOLD」 

年に 2回「東京・大阪・名古屋」で開催されている、金型づくりの大規模展示会である。 

金型技術が集結した「金型展」と、プレス加工に関連した「金属加工プレス展」も同時

開催され、金型・プレスのエンジニアだけでなく、NC工作機械のエンジニアやユーザー

も多数来場する。2019年の出展者数：462社 2019年来場者数：42,585人であった。 

⑤商工会 HPによる情報発信 

当商工会 HPにおいて、地区内の小規模事業者の事業情報を掲載し、新たな取引先や顧客の獲得を

図る。事業者の事業をコンパクトに紹介するとともに、上記で作成した HPとのリンクを設定し、

新たな需要を呼び込む。必要に応じて専門家を活用し、効果的な HPや PR動画を作成することに

より、来店客数増加・取引先拡大・売上増加を達成する。 

経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

毎年開催される総代会において事業の報告が行われているが、総代会出席者は商工会役員・商

工会職員となっており、外部評価は行われていない。今後は、事業を客観的に評価し見直すため

の仕組みを構築することが課題となる。 

 

（２）事業内容 

当商工会役員・甘楽町・法定経営指導員・外部有識者（税理士、中小企業診断士などの専門家）

により構成された報告会を年度末に開催し、事業の実施状況、成果などを報告する。 

報告会において、その内容を検討し、成果の評価・見直し方針を検討し、見直し案の提示を行

う。 

報告会において作成された評価・見直し案については、当商工会理事会へ報告し承認を受ける。 

事業の成果・見直しの結果については、その内容を「商工会 HP」において公表する。 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

群馬県商工会連合会が実施する参加が義務付けられている各種研修会において、各経営指導員

が知識の習得や資質の向上に取り組んでいる。しかし、指導員間での知識の共有が図られてい

ないため、ベテラン指導員と若手指導員の支援能力にバラツキが生じている。また、経営指導員

の支援能力向上のみに重点が置かれ、その他の職員（経営支援員・記帳指導職員）も含めた組織

全体のレベルアップが意識されていない。 

経営指導員の知識の共有のための仕組みを構築するとともに、組織全体のレベルアップを図る

ことが課題となる。 

 

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

経営指導員及び一般職員の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する「経営指導員研

修」及び群馬県商工会連合会主催の各種セミナーに対し、計画的に経営指導員等を派遣する。 

当商工会では、年１回開催される「検討会（PDCAのチェック）」において、事業計画の策定件数の

増加と、そのための支援能力の向上が指摘されているため、中小企業大学校が実施する「事業計

画策定セミナー」への参加を優先的に実施し、支援力向上を図る。 

具体的な PDCAサイクルを回した評価の見直し内容として下記内容を実施する。 

（P）報告会において、その内容を検討し、成果の評価・見直し方針を検討し、今後の目標を設
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定し、計画を立てていく。 

（D）目標に向けた計画に沿って事業を行う。 

（C）年度末に報告会において計画に沿って行った事業を分析し評価する。 

（A）評価に基づいて事業の改善を行う。 

②DX推進に向けたセミナー 

喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員及び一般職員のＩ

Ｔスキルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のようなＤＸ推進取

組に係る相談・指導能力の向上のため、群馬県産業支援機構等の主催する DX推進関連のセミナー

についても積極的に参加する。 

＜DXに向けた IT・デジタル化の取組＞ 

ア）事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

RPA システム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等の IT ツール、テレワ

ークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

イ）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

ホームページ等を活用した自社 PR・情報発信方法、ECサイト構築・運用オンライン展示

会、SNSを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

ウ）その他取組 

オンライン経営指導の方法等 

③職員間定期ミーティングの実施 

全職員（経営指導員・経営支援員・記帳指導職員）が参加し、定期的（毎月 1回）にミーティン

グを行う。ミーティングにおいて、経営指導員が、小規模事業者の経営状況、分析結果等支援状

況について報告を行う。それらの情報や支援ノウハウの共有化を図ることにより、組織全体の支

援力を強化する。また若手指導員はベテラン指導員との意見交換を通じ、経営指導のノウハウを

習得する。 

④OJT制度の導入 

経営指導員の支援力を高めるために積極的に OJTの機会を設ける。巡回、窓口相談時において、

必要に応じ、若手経営指導員は、ベテラン経営指導員とチームで小規模事業者の支援に当たり、

指導、助言内容、情報収集方法等を学び資質を向上させる。 

⑤支援力向上勉強会の実施 

当商工会職員が全員参加する「支援力向上勉強会」を年 2回開催する。勉強会は経営指導員が主

導し、研修会や専門家への同行などにおいて習得した経営支援スキルや小規模事業者の事業事例

などを発表し、組織全体のスキルアップを図るとともに支援スキルの共有化を推進し、経営発達

支援計画の遂行に役立てる。また、必要に応じて勉強会に専門家を招聘し支援スキル向上に役立

つアドバイスを受ける。 

⑥情報のデータベース化 

商工会基幹システムに事業者ごとの支援内容を詳細に入力する。商工会基幹システムは当商工会

の職員であれば誰でも閲覧できるため、担当指導員が不在の場合でも事業者への対応が可能とな

る。また、効果のあった支援内容や注意すべき失敗事例については事業者情報をプリントアウト

し全職員がいつでも活用できるよう共有化を進める。ファイル内容については毎年見直し、当商

工会の支援ノウハウとして蓄積する。 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

群馬県商工会連合会の研修時の休憩時間や金融機関との雑談時間などを利用し各経営指導員は

支援ノウハウ等の情報交換を個別に行っている。このような研修は、情報交換を目的とした会

合ではないため、支援ノウハウの共有や習得が充分とは言えず事業者への支援力向上にも効果

を発揮するには至っていない。 
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他の支援機関と連携した情報交換については、その機会が少なく、また、情報交換に対する組織

的な取り組みが行われていない。 

今後は、他支援機関と支援力向上を目的とした情報交換会や研修会を実施する。その際得られ

た各種情報を事業者にフィードバックすることが課題となる。 

 

（２）事業内容 

①西南地区 7商工会による情報交換会（年 1回） 

西南地区 7商工会（甘楽町商工会、藤岡市鬼石商工会、富岡市妙義商工会、上野村商工会、神流

町商工会、下仁田町商工会、南牧村商工会）による情報交換会を年 1回（現状 0回）開催する。

その会合において、支援ノウハウ、支援の現状等の意見交換を行い、経営指導員の支援力向上に

役立てる。 

②経営改善貸付推薦団体連絡協議会（年 2回） 

日本政策金融公庫高崎支店国民生活事業と高崎支店地区支援機関（商工会・会議所）による「経

営改善貸付推薦団体協議会」において、金融斡旋状況を中心とした現場レベルにおける様々な小

規模事業者への支援実績や成功事例、手法などを紹介し、伴走型支援のノウハウ、支援状況等に

ついての情報交換を行うことで、効果的な金融支援を行う。 

③群馬県中小企業支援ネットワーク会議への出席（年 1回） 

群馬県、行政、県内商工会、商工会議所、中央会、群馬銀行、東和銀行、各信用金庫等が参加す

る中小企業支援ネットワーク会議へ参加する。各機関の成功事例において支援ノウハウを学ぶこ

とや、ネットワーク強化へと繋がるため支援の幅を広げることが可能となる。参加者との支援ノ

ウハウの交換を行うことで、支援ノウハウの一層の向上に努める。 

 

地域経済の活性化に資する取組 

 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

当地区においては「桜まつり（4月）」「夏祭り＆花火大会（8月）」をはじめとする各種イベント

が開催されており、当商工会においても出展者支援などを通じて地域活性化に貢献している。

しかし、このようなイベントは季節ごとに開催される一過性の事業となっており、地域経済の

活性化策として有効に活用されていない状況となっている。 

今後は、各種地域振興事業の開催を通じ、甘楽町・地元企業・金融機関との情報交換を行い、地

域経済の活性化について連携を深めるとともに甘楽町の独自性と求心力の向上を図ることが課

題となる。 

 

（２）事業内容 

①「甘楽地区地域活性化検討会」の開催（年 1回） 

地域経済の活性化を図る土台作りとして「甘楽地区地域活性化検討会」を年 1回開催する。当検

討会は、甘楽町産業課商工観光係・群馬県商工会連合会担当指導員・地元企業・金融機関・専門

家で構成され、検討会においては、当地区で開催される各種イベントの有効で継続的な活性化策

について検討を行う。 

②「産業文化祭」の開催（年 1回） 

当地区内で 11 月に開催される産業産業祭は、地域内の商工業者が自社の製品やサービスを来場

者に提供する地区内最大のイベントである。当商工会は、後援者としてその運営が円滑に行える

よう努めるとともに、他市町村及び地域住民と事業者の交流を図り、地域経済の活性化に役立て

る。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 4年 4月現在） 

（１）実施体制 

経営発達支援事業の遂行は、経営指導員 1名を長とし、「直接支援」（伴走型支援の実施）を経

営指導員が担当し、「間接支援」（各種機関との連絡業務等）を経営支援員・記帳指導員が担当

する。全職員が参加し毎月行われる「支援力向上会議」において「進捗状況の確認」「問題点

とその改善方法の検討」を実施する。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第 7 条 5 項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏名：國定 諭 

■連絡先：甘楽町商工会  TEL 0274-74-3311 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評

価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会、関係市町村連絡先 

①商工会 

〒370-2202 

群馬県甘楽郡甘楽町小幡 183 

甘楽町商工会 

TEL：0274-74-3311 FAX：0274-74-6422 

E-mail: daihyo@kanra-s.or.jp 
②関係市町村 

〒370-2292 

群馬県甘楽郡甘楽町大字小幡 161-1 

甘楽町 産業課 商工観光係 

TEL：0274-74-3131 FAX：0274-74-5813 

E-mail: kankou@town.kanra.lg.jp 
 

甘楽町商工会 

会長 1 名 

副会長 2 名 

理事 18 名 

監事  2 名 

事務局長  1 名 

法定経営指導員 1 名 

経営指導員 1 名 

経営支援員 2 名 

記帳指導員 1 名 

甘楽町 

産業課 商工観光係 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 
 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 

必要な資金の額 6,200 6,200 6,200 6,200 6,200 

  地域の経済動向調査に関する事業 

 需要動向調査に関すること 

 経営状況の分析に関する事業 

 事業計画策定支援に関する事業 

 事業計画策定後の実施支援に関する事業 

 新たな需要の開拓に寄与する事業に関す

る事業 

 事業の評価及び見直しをするための仕組

みに関すること 

 経営指導員等の資質向上等に関する事業 

 他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の

情報交換に関する事業 

 地域経済の活性化に資する取り組みに関

する事業 

500 

500 

800 

800 

800 

800 

 

500 

 

500 

500 

 

500 

500 

500 

800 

800 

800 

800 

 

500 

 

500 

500 

 

500 

500 

500 

800 

800 

800 

800 

 

500 

 

500 

500 

 

500 

500 

500 

800 

800 

800 

800 

 

500 

 

500 

500 

 

500 

500 

500 

800 

800 

800 

800 

 

500 

 

500 

500 

 

500 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、国補助金、県補助金、町補助金、全国連補助金、県連補助金、事業受託費、参加者負担金 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に関

する事項 
連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 
 

 

連携する内容 

 

連携者及びその役割 

 

連携体制図等 

 

  


